
１．監督指導状況（令和５年） 別紙

① 件数

② 対象労働者数

③ 金額

（※１）令和５年中に解決せず、事案が翌年に繰り越しになったものも含まれます。
（※２）倒産、事業主の行方不明により賃金が支払われなかったものも含まれます。
（※３）不払賃金が一部のみ支払われたものも含まれます。

件数
計21,349件

労働者数
計181,903人

金額
計101.9億円

支払われた件数（※3）

20,845件(98%)

支払われなかった件数（※1、2）

504件(2%)

支払われた労働者数（※3）

174,809人(96%)

支払われなかった労働者数（※1、2）

7,094人(4%)

１事案における
最大支払金額

2.3億円

１

支払われた金額（※3）

92.8億円(91%)

支払われなかった金額（※1、2）

9.1億円(9%)



２．業種別の監督指導状況（令和5年）

① 件数

（※）その他の内訳

② 対象労働者数

（※）その他の内訳

③ 金額

（※）その他の内訳

運輸交通業 6,828人 (3.7％)

金融・広告業 5,708人 (3.0%)

清掃・と畜業 3,797人 (2.0%)

映画・演劇業 1,165人 (0.5%)

貨物取扱業 860人 (0.4%)

農林業 679人 (0.3%)

その他 20,737人 (11.3%)

運輸交通業 5.2億円 (5.1%)

清掃・と畜業 2.5億円 (2.5%)

金融・広告業 2.2億円 (2.1%)

映画・演劇業 0.6億円 (0.6%)

農林業 0.5億円 (0.5%)

貨物取扱業 0.5億円 (0.5%)

その他 16.4億円 (16.1%)

件数
計21,349件

労働者数
計181,903人

金額
計101.9億円

商業

4,407件(21%)

製造業

4,174件(19%)

保健衛生業

3,261件(15%)

接客娯楽業

2,685件(13%)

建設業

2,047件(10%)

運輸交通業

1,199件(6%)

その他

3,576件(16%)

保健衛生業

45,014人(25%)

製造業

41,218人(23%)

商業

25,320人(14%)

建設業

12,046人(7%)

接客娯楽業

10,963人(6%)

教育・研究業

7,568人(4%)

その他

39,774人(21%)

保健衛生業

21.1億円(21%)

製造業

15.5億円(15%)

商業

13.9億円(14%)

建設業

10億円(10%)

教育・研究業

6.9億円(7％)

接客娯楽業

6.6億円(6%)

その他

27.9億円(27%)

２

教育・研究業 568件 (2.6％)

清掃・と畜業 560件 (2.5%)

金融・広告業 194件 (0.8%)

農林業 167件 (0.7%)

貨物取扱業 102件 (0.4%)

映画・演劇業 51件 (0.1%)

その他 1,934件 (9.0%)



事案の概要

事例１
（業種：食料品製造業）

◆割増賃金の適正な支払いについて是正勧告（労働基準法第37条第１項違反）

① 月60時間を超える時間外労働に対して、法定の割増率（50％以上）で計算して、支

払うこと。

② 割増賃金の基礎として算入しなければならない賃金を全て足し上げた上で、割増賃金

を再計算し、実際の支払額との差額を支払うこと。

③ 月40時間を超える時間外労働に対する割増賃金を再計算し、固定残業代として支払っ

た割増賃金額との差額を支払うこと。

労働基準監督署の指導

３．監督指導による是正事例（令和５年）

◆過去に遡って正しい単価で割増賃金を再計算し、不足が生じていた労働者に対して、
追加で差額の割増賃金を支払った。

その後の事業場の対応

時間外労働を行っているにもかかわらず36協定届が未届であるとの情報を受け、労働
基準監督署が立入調査を実施したところ以下の実態が認められた。

◆月60時間を超える時間外労働に対して、法定の割増率（50％以上）を下回る割増率で

計算されていた。

◆割増賃金の基礎として算入すべき賃金（役職手当、精勤手当等）を除外して割増賃金

が計算されていた。

◆一部の労働者に対して固定残業代として、月40時間分の割増賃金が支払われていたが、

40時間を超過した時間については割増賃金が支払われていなかった。

①の過半数組合の要件を満たさない場合、②の過半数代表者の選出が適正

に行われていない場合には、36協定を締結し、労働基準監督署に届け出ても無効に

なり、労働者に法定外の時間外・休日労働を行わせることはできません。

割増賃金の適正な支払い

月60時間を超える割増賃金率の引き上げ
令和５年４月１日から、中小企業の月60時間超に対する割増賃金率が50％以上に引き上げられました。

割増賃金の基礎となる賃金
割増賃金の基礎として算入しない賃金は、①家族手当、②通勤手当、③別居手当、④子女教育手当、⑤

住宅手当、⑥臨時に支払われた賃金、⑦１か月を超える期間ごとに支払われる賃金の７種類のみとされて
おり、これらに該当しない場合は、割増賃金の基礎に算入する必要があります。

固定残業代
時間外労働等に対する割増賃金を基本給や諸手当にあらかじめ含める方法で支払う場合には、
・就業規則等において、通常の労働時間の賃金に当たる部分と割増賃金に当たる部分とを判別できるよ
うにする必要があること

・割増賃金に当たる部分の金額が、実際の時間外労働等の時間に応じた割増賃金の額を下回る場合には、
その差額を支払う必要があること

に留意が必要です。



過重労働による労災請求がなされたことを受け、労働基準監督署が立入調査を実施し

たところ以下の実態が認められた。

◆労働時間は、勤怠システムにより管理を行っているが、当該システムに搭載された端数

処理機能を用いて、日ごとの始業・終業時刻のうち15分未満は切り捨て、休憩時間の

うち15分未満は15分に切り上げる処理が行われていた。

◆また、着用が義務付けられている制服への着替えの時間を、労働時間としていなかった。

事案の概要

事例２
（業種：飲食業）

◆労働時間を適正に把握するため、以下について指導

① 労働時間を適正に把握するための具体的方策を検討・実施すること。

② 過去に遡って、労働時間の状況について労働者に事実関係の聞き取りを行うなど、実

態調査を行い、実際の支払額との差額の割増賃金の支払いが必要になる場合は、追加

で支払うこと。

調査の結果、差額の割増賃金不払いが認められたことから是正勧告

（労働基準法第37条第１項違反）

労働基準監督署の指導

◆労働者へのヒアリングを行って、正しい労働時間数を把握し、再計算の上、差額の割

増賃金を支払った。

◆勤怠システムに搭載された端数処理機能の設定を見直し、始業・終業時刻の切り捨て、

休憩時間の切り上げ処理をやめ、１分単位で労働時間を管理することとした。

◆制服への着替えの時間を、労働時間とすることとした。

その後の事業場の対応

①の過半数組合の要件を満たさない場合、②の過半数代表者の選出が適正

に行われていない場合には、36協定を締結し、労働基準監督署に届け出ても無効に

なり、労働者に法定外の時間外・休日労働を行わせることはできません。

労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン

労働時間の考え方
労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間のことをいい、使用者の明示又は黙示の指示に

より労働者が業務に従事する時間は労働時間に当たります。
たとえば、使用者の指示により、就業を命じられた業務に必要な準備行為（着用を義務付けられた所定

の服装への着替え等）や業務終了後の業務に関連した後始末（清掃等）を事業場内において行った時間は
労働時間に該当します。

労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置
使用者は、労働時間を適正に把握するため、労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を確認し、適正に記

録することとされています。



○事業場（法人）及び事業主について

時間外・休日労働の割増賃金を支払っていなかったこと。

労働基準法第37条第1項

○事業場（法人）及び事業主について

定期賃金を所定支払日に全額支払っていなかったこと。

最低賃金法第４条第1項
※賃金を全く支払っていない場合には、労働基準法第24条違反(定期賃金不払)と
最低賃金法第４条違反(最低賃金を下回る支払)の両方に該当しますが、特別法
に当たる最低賃金法第４条違反により送検しています。

労働者から、長期間定期賃金が未払いであるとの相談を端緒に労働基準監督署が立入調査を

実施し、１年以上に渡り定期賃金の全額を各所定支払日に支払っていなかったことから是正

勧告したものの、支払いがなされなかったため、捜査に着手。

捜査の結果、短時間労働者７名に対し、14か月から16か月に渡り、定期賃金の全額（合計

約1,080万円）を各所定支払日に支払っていなかった疑いで、書類送検を行った。

事案の概要

事例１
総額1,000万円を超える定期賃金を支払わなかった疑い

被疑事実

事例２
時間外・休日労働に係る割増賃金を支払わなかった疑い

技能実習生からの賃金不払残業の相談を端緒に調査したところ、時間外・休日労働に対する

割増賃金の一部不払いを確認したため、捜査に着手。

捜査の結果、使用者は、外国人技能実習機構(※)などが行う監査時に指導を受けるおそれがあ

るため、技能実習生５名の実際の時間外・休日労働時間数を過小に偽装し、その少ない時間

数に基づいて、割増賃金を支払っていたことが判明。

割増賃金の一部不払い（合計約330万円）の疑いで、書類送検を行った。

(※) 外国人の技能、技術又は知識の修得等に関し、技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護を図り、もって人材育成を通じた

開発途上地域等への技能等の移転による国際協力を推進することを目的とする機関

被疑事実

送検条文

４．送検事例（令和５年）

事案の概要

送検条文


